










The impact of Professional Learning Community based on the novice teacher training program on 






















　和歌山大学教職大学院は、2016 年 4 月に現職教員
向けの学校改善マネジメントコースと、学卒院生向け
の授業実践力向上コース（以下、T コースと略す。）
































































こと（月 1、2 回）、第 2 に、週 1 回 1 コマ分の授業参
観を受け、その後カンファレンスによって授業に関す


























2. 2.  実習校での受け入れ
　2016 年度 T コースの院生 5 名は、取得している免
許状の種類に応じて、初任者のいる連携協力校 5 校の
うち、2 つの小学校に 2 名ずつと 1 つの中学校に 1 名
配属された。











時限 初任者 院生 大学院教員

















































3.  「初任研」と PLC 形成の関係
3. 1.  A 小学校の研究体制
　A 小学校は、和歌山市の中心部に位置する住宅街












































































モデル事業によって、2013・2014 年度の 2 年間、お






























































ル事業を経験した 3 年目や 4 年目、5 年目の教員たち
図 2　A 小学校における初任者の授業参観の様子（2017 年度）
初任者①



















4.  A 小学校での実習における院生の学び













た「授業技術」に関する 12 項目に分かれた、計 34 項
目がある（和歌山大学教職大学院編、2018、pp.104-








評価を行う。ここでは、2018 年度に修了した T コー










わかる。PLC が形成されていた A 小学校で実習を行っ
た院生 W と X は、他の小学校で実習を行った院生 Y
と Z に比べて、自己評価が高くなっている。
　院生 W と Y は、偶然にも同じ私立大学の出身であ
り、出身大学が同じ院生が 2 名ずつ各小学校へ配置さ
れていた。また、大学院での指導において日常的な様








は、A 小学校が PLC として機能していたことに起因
している。
4. 2. A 小学校での実習の影響








ことであるが、A 小学校には、毎年 1、2 名の初任者
を受け入れていたため、院生が実習を行った 2016 年
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和歌山市内の小学校の規模は、1 学年 2 学級の中規模
校が多く、このプログラムが要請するように、毎年初





校運営を非常に難しくする。実際に、A 小学校も 3 年
目にあたる 2018 年には初任者を受け入れていない2）。
一方で、派遣できる大学教員の数には限りがあるため、
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調査研究事業」平成 28 年度受託事業。その後、平成 29、
30 年度と継続している。
２）2018 年度 A 小学校では 2 年目教員の指導のため、月に 1
回大学教員が訪問指導を実施している。
＊本論文は、H 30 年日本教職大学院協会研究大会分科会①「実
践研究成果公開フォーラム」の当日配付冊子掲載用資料および
年報掲載用資料を基に再編したものである。
